


























は、主に観光とショッピングに関する実証研究が多い（e.g. Timothy & Butler, 1995 ; Freathy & 







メージが経営成果に及ぼす影響の検証を試みた（権 , 2015）。また、林・宋（2007）による Shilla
免税店を対象とした事例研究など、韓国免税店の競争力に関する事例研究などもある。
　このような実証研究のなかでも、韓国の免税店関連の先行研究において特に多いのが、免税










あり、その衝動買いの背景には「非日常的要素（contrast to day-to-day routine）」が主な原因と
してあると述べた。より具体的には、搭乗間近であるという緊張感や外貨での購買といった非日
常的要素を消費者が求める心理的要因が働いたためである。






















































売というアイディアは、免税店の父とも言われる Brendan O’Regan が発案したものである。彼
は、出国審査後の出国場はどこの国にも属さない空間であり、故に、どの国の税金も課せられ
る根拠が存在しないということに気づいたといわれる。彼の提案により、「アイルランド免税
法（Customs Free Airport Act）」が 1947 年に制定され、世界初の空港免税店がアイルランドの
シャノン空港の出国場に設置された。その後、1960 年にアメリカ人の Charles Feeney と Robert 
Miller により Duty Free Shoppers（DFS）が設立され、世界中の空港に免税店の設置が広がった 6。
　ボストン・コンサルティング・グループによると、世界の免税店市場の規模は、2015 年 598
億ドルで、今後 10 年で 2 倍強まで成長すると予想している（日本経済新聞電子版、2015 年 11
月 17 日）。また、The Moody Report は毎年、世界免税店市場の主なプレイヤーを売上高順に公
表している（図表１）。まず、スイスの Dufry の 2015 年の売上高は、約 56 億８千万ユーロであ






図表１：世界免税店事業者の 2015 年売上高　単位：100 万ユーロ
順位 本社・事業者名 2015 年売上
1 スイス・Dufry 5,683
2 アメリカ・DFS グループ 3,770
3 韓国・Lotte Duty Free 3,750
4 フランス・ラ・ガルデル 3,570
5 ドイツ・ハイネマン 2,800
6 韓国・Shilla Duty Free 2,286
7 タイ・キングパワーグループ 1,971
8 UAE・ドバイ Duty Free 1,726
9 台湾・エバーリチ Duty Free 1,570
10 中国・サンライズ Duty Free 1,344













　韓国初の免税店は、1962 年 Gimpo 国際空港内に設置された。韓国は、1968 年に世界関税機構











は、2010 年から 2015 年にかけての韓国免税店における品目別売上高の順位をまとめたものであ
る。2010 年の売上高順位を見ると、化粧品ブランドで上位７位以内にランキングされているの
は、５位の Estee Lauder と６位のランコムだけであり、それ以外の順位はすべてラグジュアリー
図表２：年度別・種類別免税店数の推移
　 1979 年 1989 年 1999 年 2009 年 2013 年 2015 年
保税販売場
外交官 1 1 1 1 1 1
出国場 3 4 8 15 20 22
市内 2 29 11 10 17 19
その他 － － － 4 5 5





　しかしながら、2013 ないし 2014 年以降は、以下の２つの変化が確認できる。まず第１は、上
位７位以内にランクインする化粧品ブランドが増えたことである。そして、第２は、これらの化
粧品ブランドが全て韓国化粧品ブランドであることである。2013 年にランクインした化粧品ブ









順位 2010 年 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年
1 ルイビトン ルイビトン ルイビトン ルイビトン ルイビトン Whoo
2 シャネル シャネル シャネル カルティエ Sulwhasoo Sulwhasoo
3 グッチ カルティエ カルティエ シャネル カルティエ ルイビトン
4 カルティエ SK2 SK2 ロレックス シャネル Hera
5 EsteeLauder EsteeLauder ロレックス プラダ Whoo ロレックス
6 ランコム ロレックス プラダ EsteeLauder ロレックス カルティエ
7 エルメス グッチ グッチ Sulwhasoo MCM Laneige
   出所：韓国信用評価（2016）「スペシャルレポート、ホテル / 免税産業」11 頁。
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　売上高 100 億ウォン未満の企業の主な販売チャネルは EC 販売と一般専門店チャネルである。
まず、一般専門店とは問屋を介し販売店に納品される化粧品の一般的な流通構造であるが、自社
ブランドの露出は期待できないため、戦略的な有効性も低いと考えられる。そして、通信販売、
とりわけ EC 販売チャネルは、問屋を介さない自社 EC 販売と大手 EC 販売サイトを介する２つ
の種類がある。小規模化粧品企業（売上高 100 億ウォン未満）にとって、大きな投資（自社店舗
図表５：売上規模別自社ブランドの販売チャネル構成比（2015年）　　単位：％










一般専門店 28.7 19.6 17.7 12.8 9.3
自社専門店 0.6 1.5 2.9 7.9 21.0
訪問販売 3.3 4.7 2.9 15.2 19.9
通信販売
EC 販売 38.1 46.5 39.2 30.6 8.0
TV 0.4 0.9 3.8 18.8 5.0
小売店
百貨店 0.2 0.3 1.4 1.8 8.0
GMS 0.3 0.5 5.5 6.7 9.9
免税店 8.0 3.2 4.6 3.7 20.8
病院 / 薬局 2.3 11.3 15.4 1.6 0.1

































2010 年からの同社の売上を韓国国内と海外売上で分けたものである。同社の中国進出は 1983 年
からであったが、黒字になったのは 2010 年からである。2010 年には同社の韓方（漢方）ブラン





る。同社の販売チャネルの割合の推移を 2010 年からみると、EC 販売、免税店、海外法人以外
のチャネルではすべて売上の減少がみられた。増加がみられたチャネルは、海外法人と免税店








































販売チャネル 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016
専門店 15.9 14.2 13.8 14.3 12.5 10.6 8.6
ディスカウント店 10.2 8.0 7.1 6.8 4.7 3.7 2.7
EC 販売 － 6.9 9.2 10.7 11.6 9.8 8.2
訪問販売 38.0 31.6 23.7 21.4 16.0 14.1 12.0
百貨店 24.7 23.3 26.9 11.2 8.8 7.3 6.1
免税店 － － － 13.2 20.6 25.0 29.0
その他 8.1 0.8 0.8 1.9 1.4 1.2 1.6




























 1　週刊東洋経済 web 版、http://toyokeizai.net/articles/-/46706?page=2
 2　国土交通省傘下の観光庁を参照 https://www.mlit.go.jp/kankocho/tax-free/about.html
 3　KDB 産業銀行「免税店市場の主な ISSUE と示唆点」66 頁。
 4　2016 年 10 月時点の観光庁の統計によると、日本における「輸出物品販売（消費税免税店）」の数は
38,000 店を超えている。
 5　2017 年６月現在、認可を受けている運営母体は伊勢丹百貨店、ロッテ Hotel、Shilla Hotel のみである。
 6　Moodie Report 2007 年２月９日付け記事、「Ireland honours Dr Brendan O’Regan, founding father of 
duty free」を参照。
     https://www.moodiedavittreport.com/ireland-honours-dr-brendan-oregan-founding-father-of-duty-
創価経営論集　第43巻 第１号 140
free-090207/
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